



















踏まえ，IFRS 任意適用企業において IT 資産の使用価値がどう織り込まれているか，確認す
る。さらに，営業機密である情報資産など広義の IT 資産がどう扱われているか，検討したい。
本論の構成は以下の通りである。第 2 節で経営戦略からみた「IT 投資マネジメント」と財
務会計の現状のギャップを確認し，第 3 節で IFRSにおける IT 資産及び無形資産の評価の考








(2007)に従い，これを「IT 投資マネジメント」と呼ぶ。「IT 投資マネジメント」は ITの利活
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用を目的とするものであるので，原則として IT 資産はその使用価値により評価される。IT
投資評価方法は大きく「財務的評価法」(Traditional Financial Method)，「質的評価法」




Cash Flow, 以下 DCF 法)に IT 特有の測定基準とリスク評価を織り込んだものである。例えば，
ITのライフサイクルを考え，期間中に生じる売上増，コスト削減，品質向上などキャッシュ
流入要素並びに初期投資や運用・保守費などのキャッシュ流出要素をすべて求め，これらを現




(Balanced Scorecard, 以下 BSC)がある。BSCは，キャプランとノートン(2001)が提唱したもので，
「財務」だけでなく「顧客」，「業務プロセス」，「学習と成長」という 4つの視点に立った総合
的なマネジメント体系である。組織戦略の下で 4つの視点の各範疇におおいて達成すべき成果
尺度(Key Goal Index, 以下 KGI)を示し，視点間の因果関係を明確化する。さらにこうした成果
を導くため中間指標(Key Performance Indicator, 以下 KPI)を設け，これらを組織内外のステイク
ホルダーに割り当て定期的な PDCAを推進する。例えば「顧客の視点」において満足度向上
というゴール並び評価指標(苦情回数 20% 削減)を掲げたとしよう。このとき修理部門は「業務





















IT 利活用に関わる経営資源について，IT 資産並びに IT 利活用に関する組織資産，IT 利活
用に関する人的資産に分けて整理しよう(図表 1 )。ただし IT 資産は狭義の IT 資産と広義の
IT 資産から成るものとする。
第 1に狭義の IT 資産にはコンピュータ・通信機器等のハードウェアとソフトウェアが含ま
れる。これらは企業に体化するものであり，原則として会計上の資産として認識される。ハー
ドウェア並びに基本ソフトウェアは有形資産(Tangible asset)，応用ソフトウェアは通常，無形




い。第 3に組織資産には( 1 )IT 資産を効果的に使いこなす組織能力，( 2 )信頼や企業風土な
ど取引先や従業員など利害関係者との関係構築に貢献する社会資産(Social capital)が含まれる。









「IT 投資マネジメント」と財務会計のギャップをつきつめると，( 1 )IT 資産をコストで評
価するか使用価値で評価するか，( 2 )広義の IT 資産をどう評価するか，にあると言えよう。
第 1に「IT 投資マネジメント」においては IT 資産，特に応用ソフトウェアについて，そ
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固定資産 減価償却期間 4 年
応用ソフトウェア 無形資産 償却期間 5 年


















2に「IT 投資マネジメント」においては営業機密である情報資産など広義の IT 資産が積極
的に評価される。例えば BSCを用いた戦略的 IT 利活用においては，「学習と成長」，「業務プ





( a ) 経営戦略に関する情報資産：経営計画，目標，戦略，新規事業計画，M&A 計画など
( b ) 顧客に関する情報資産：顧客個人情報，顧客ニーズなど
( c ) 営業に関する情報資産：販売協力先情報，営業ターゲット情報，セールス・マーケティ
ングノウハウ，仕入価格情報，仕入先情報など
( d ) 技術(製造含む。)に関する情報資産：共同研究情報，研究者情報，素材情報，図面情報，
製造技術情報，技術ノウハウなど
( e ) 管理に関する情報資産：社内システム情報(ID，パスワード)，システム構築情報，セキ
ュリティ情報，従業者個人情報，人事評価データなど
















The price that would be received to sell an asset or paid to transfer a liability in an orderly









































































( a ) 完成可能な技術をもつ
( b ) 無形資産を使用・売却する意図をもつ
( c ) 無形資産を使用・売却する能力をもつ
( d ) 無形資産を用い経済的便益を得る方法を知っている
( e ) 無形資産の使用・売却のため必要な資源を利用できる























耐用期限のある IT 資産は減価償却の対象となる。さらに IT 資産は減損テスト(Impairment
losses test)の対象であり，減損予兆があった場合，必ず実施しなければならない。減損
(Impairment losses)とは帳簿価格(Carrying amount)から回収可能価格(Recoverable amount)を控除
したものである。ここで，回収可能価格は資産売却額(Net selling price)と使用価値(Value in use)
の大きい方と定義される。一般に使用価値は当該資産に関わるキャッシュ・フローにもとづく












4 節では我が国の IFRS 任意適用企業において，ソフトウェア(狭義の IT 資産)並びに営業機密




























図表 3 IT 資産の資産計上 (出所)筆者作成
である情報資産(広義の IT 資産)の資産計上がいかに運用されているか，両者の減損テストがい
かに行われているか，検討しよう。対象は2015年 3 月期までに年度有価証券報告書を提出した

































図表 4 IFRS 任意適用会社における IT 資産評価
(2015年 3 月期までに年度有価証券報告書を提出した58社の直近 2 年間の決算)
(出所)各社有価証券報告書・財務諸表に関する注記にもとづき筆者作製





















































企業が実施しており，自己使用のソフトウェアの償却期間は大多数が 2 - 5 年である。第 3に
営業機密にあたる情報資産を資産計上する例はまだ少数に過ぎないことが確認された。
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付表 IFRS任意適用会社における IT 資産評価(2015年 3 月期までの直近 2年間の決算)
(出所)各社有価証券報告書・財務諸表に関する注記にもとづき筆者作製
資産計上 1 計上なし 0 不明 3 (1)
企 業 名 業 種 1-1) 1-2) 2-1) 2-2) 3-1) 3-2) 4-1) 4-2)
日本電波工業 6779 電 気 3 3 1 3 3 3 1 3
HOYA 7741 精 密 1 0 1 1 1 1 1 3
住友商事 8053 卸 売 業 1 3 1 1 1 1 1 1
日本板硝子 5202 ガ ラ ス 1 3 1 3 3 1 1 3
日本たばこ産業 2914 食 料 品 3 3 1 3 1 3 1 3
ディーエヌエー 2432 サービス 1 3 1 3 3 3 0 3
アンリツ 6754 電 気 1 3 1 3 3 3 0 3
SBI 8473 証 券 3 3 1 3 1 3 1 3
トーセイ 8923 不 動 産 3 3 1 3 3 3 0 3
双日 2768 卸 売 業 0 0 1 3 0 3 1 3
丸紅 8002 卸 売 業 3 3 1 3 3 3 1 3
マネックス 8698 証 券 1 3 3 3 3 1 3 3
ネクソン 3659 情 報 1 3 1 3 1 3 1 3
中外製薬 4519 医 薬 品 3 3 1 3 3 3 3 3
楽天 4755 サービス 1 3 1 3 1 3 1 3
ソフトバンク 9984 情 報 1 3 1 3 1 1 1 1
旭硝子 5201 ガ ラ ス 3 3 1 3 3 3 3 3
武田薬品工業 4502 医 薬 品 3 3 1 3 0 3 0 3
アステラス製薬 4503 医 薬 品 3 3 1 3 3 3 1 3
小野薬品工業 4528 医 薬 品 3 3 1 3 3 3 0 3
そーせい G 4565 医 薬 品 3 3 1 3 1 3 0 3
第一三共 4568 医 薬 品 3 3 1 3 0 3 1 3
リコー 7752 電 気 0 3 1 3 1 3 0 3
伊藤忠商事 8001 卸 売 業 3 3 1 3 1 3 1 3
三井物産 8031 卸 売 業 3 3 1 3 3 3 1 3
三菱商事 8058 卸 売 業 1 3 1 3 1 3 1 3
伊藤忠エネクス 8133 卸 売 業 3 3 3 3 3 3 3 3
エムスリー 2413 サービス 1 3 1 3 3 1 0 3
エーザイ 4523 医 薬 品 3 3 1 3 3 3 0 3
ヤフー 4689 情 報 1 3 1 3 1 1 3 3
伊藤忠テクノ 4739 情 報 3 3 1 3 3 3 1 3
富士通 6702 電 気 1 3 3 3 1 3 1 3
セイコーエプソン 6724 電 気 3 3 1 3 1 3 1 3
日東電工 6988 化 学 0 0 1 3 3 3 1 3
ケーヒン 7251 輸 送 機 0 3 1 3 3 3 1 3
ファストリテーリング 9983 小 売 業 0 3 1 3 1 1 0 1
トリドール 3397 小 売 業 3 3 1 3 0 3 0 3
日立化成 4217 化 学 0 3 1 3 1 3 0 3
電通 4324 サービス 3 3 1 3 1 3 1 3
参天製薬 4536 医 薬 品 3 3 1 3 3 3 1 3
コニカミノルタ 4902 電 気 3 3 1 3 1 3 1 3
日立金属 5486 鉄 鋼 0 3 1 3 1 3 1 3
日立建機 6305 機 械 0 3 1 3 1 3 1 3
日立製作所 6501 電 気 1 3 1 3 1 3 1 3
日立工機 6581 機 械 1 3 1 3 0 3 0 3




3) レベル 1 - 3に関する記述は以下の通りである(IFRS13, Fair Value Measurement)。
Level 1 inputs are quoted prices (unadjusted) in active markets for identical assets or liabilities.
Level 2 inputs are inputs (other than quoted prices included in Level 1) that are observable either directly
(prices) or indirectly (derived from prices).
Level 3 inputs are unobservable inputs for the asset or liability. Unobservable inputs should be developed





















企 業 名 業 種 1-1) 1-2) 2-1) 2-2) 3-1) 3-2) 4-1) 4-2)
クラリオン 6796 電 気 1 3 1 3 0 3 0 3
デンソー 6902 輸 送 機 1 3 1 3 0 3 0 3
ユタカ技研 7229 輸 送 機 3 3 1 3 0 3 0 3
本田技研工業 7267 輸 送 機 1 3 1 3 3 3 3 3
ショーワ 7274 輸 送 機 0 3 1 3 0 3 0 3
エフ・シー・シー 7296 輸 送 機 0 3 1 3 0 3 0 3
八千代工業 7298 輸 送 機 0 3 1 3 0 3 0 3
日立ハイテク 8036 卸 売 業 1 3 1 3 0 3 1 3
日立キャピタル 8586 金 融 業 3 3 1 3 1 3 0 3
日本取引所 8697 金 融 業 3 3 1 3 1 3 1 3
日立物流 9086 陸 運 業 1 3 1 3 1 3 1 3
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